
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 北海道帯広市 平成25年度 

人 口 

 う ち 日 本 人 
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実 質 収 支 

標 準 財 政 規 模 
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市 町 村 類 型 

( 年 度 毎 ) 

H21  Ⅳ－１  H22  Ⅳ－１  H23  Ⅳ－１   

H24  Ⅳ－１  H25  Ⅳ－１ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 

 最大値及び最小値 

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。 

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。 

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。 

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。 

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。 

※住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。 

財政力 

財政力指数 [0.54]  
類似団体内順位 

45/50 
全国平均 

0.49 
北海道平均 

0.25 

財政力指数の分析欄 

 他の類似団体と比較し税収が少ないことから、類似団体平均を下回って

いる。近年は横ばいの状況が続いており、平成２５年度は前年度と変わら

ず０．５４となった。 

 今後も財政基盤の強化に向け、市税等の収納率向上や広告事業の取り

組みなどにより、自主財源の確保を図るとともに、経常経費の削減、定員

管理・給与の適正化に努めていく。 
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財政構造の弾力性 

経常収支比率 [88.0%]  
類似団体内順位 

16/50 
全国平均 

90.2 
北海道平均 

87.3 

経常収支比率の分析欄 

 平成２５年度については、職員給与の臨時削減により人件費が減少した

ことなどから、前年度より２．８ポイント改善している。 

 今後も、行財政改革の取り組みを通じた義務的経費の削減や、市税等

経常収入の確保により、比率の低減と健全な財政運営に努めていく。 
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人件費・物件費等の状況 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [118,248円]  
類似団体内順位 

43/50 
全国平均 

116,288 
北海道平均 

138,925 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄 

 類似団体平均を上回っているが、前年度より５，００６円減少している。 

 人件費については、平成２５年度は職員給与の臨時削減や、住宅手当

の見直しによる削減を図るなどの取り組みを行ったことなどにより、前年度

対比での減少に繋がった。今後についても抑制に努めていく。 

 物件費については、公共施設の維持管理における指定管理者制度の導

入などにより低減を図ってきているが、今後も、民間で実施可能な事業に

ついては民間に委託するなど、更なるコストの低減に努めていく。 
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給与水準   （国との比較） 

ラスパイレス指数 [100.0]  
類似団体内順位 

18/50 
全国市平均 

98.6 
全国町村平均 

95.6 

ラスパイレス指数の分析欄 

 平成２５年度については、類似団体内平均値と同値の１００であるが、前

年度の国家公務員の給与減額措置がないとした場合の参考値が９９．４

であったのに対し、０．６ポイント増加しており、職員の年齢構成の変動等

により上昇している。 

 平成２５年度は持ち家に係る住居手当の廃止を実施したが、今後も人件

費全体の抑制に努めていく。 
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定員管理の状況 

人口千人当たり職員数 [7.27人]  
類似団体内順位 

39/50 
全国平均 

6.96 
北海道平均 

8.14 

人口千人当たり職員数の分析欄 

 数値としては、年々減少しているが、類似団体平均と比較すると依然人

口千人当りに対し約１人多い状況である。 

 定員適正化計画（平成１６年度～平成２１年度）では１６３名の減員、そ

の後平成２２年度～平成２５年度の計画では約４５名の減員見込と適正化

に向け進めてきた。 

 平成２６年度には新たな３年間（平成２８年度まで、１０名の減員）の計画

を策定したところであり、今後においても事務事業精査や民間委託の推進

等、継続して適正な職員配置に努めていく。 
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公債費負担の状況 

実質公債費比率 [10.0%]  
類似団体内順位 

42/50 
全国平均 

8.6 
北海道平均 

10.0 

実質公債費比率の分析欄 

 類似団体平均を上回っているものの、地方債元利償還金の減などに伴

い前年度より０．４ポイント改善している。 

 今後も経済状況を総合的に見極めながら、臨時財政対策債等を除く地

方債（通常債）の計画的な発行に努め、将来負担が累増することがないよ

う健全な財政運営に努めていく。 
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将来負担の状況 

将来負担比率 [113.5%]  
類似団体内順位 

47/50 
全国平均 

51.0 
北海道平均 

65.9 

将来負担比率の分析欄 

 類似団体平均を上回っており、平成２４年度決算に基づく比率より４．１

ポイント悪化した。 

 債務負担行為に基づく支出予定額の減、職員の定員適正化等に基づく

退職手当負担見込額の減などに伴い、将来負担の総額は減少傾向にあ

るが、都市計画税収入の減等により充当可能特定歳入も減少傾向にある

ことから、比率が悪化したもの。 

 今後も引き続き将来負担が累増することのないよう健全な財政運営に努

めていく。 
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